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近
年
、
適
切
な
管
理
が
行
わ
れ
て
い
な
い
空
き
家
が
増
え
て
き
て
お
り
、
防
災
や
衛
生
、
景
観
な
ど
地
域
住
民
の
生
活
に
深
刻
な
影
響
を
及
ぼ
し
、
問
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
空
き
家
等
の
活
用
の
た
め
、
国
に
お
い
て
「
空
家
対
策
等
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」（
以
下
「
特
措
法
」）
が
施
行
さ
れ
、
稲
美
町
に
お
い
て
も
地
方
創
生
の
取
り
組
み
と
し
て
、
平

成
27
年
度
に
空
き
家
実
態
調
査
と
所
有
者
へ
の
意
識
調
査
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
稲
美
町
空
き
家
等
対
策
協
議
会
を
設
置
し
、
今
後
の
空
き
家
対
策
に
つ
い
て
協
議
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。

　
こ
の
た
び
、
平
成
29
年
３
月
に
「
稲
美
町
空
き
家
等
対
策
計
画
」
を
策
定
し
ま
し
た
の
で
、
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
国
が
実
施
す
る
「
住
宅
・
土
地
統

計
調
査
」（
標
本
調
査
区
に
よ
る
抽

出
調
査
）
の
平
成
25
年
度
調
査
結
果

で
は
、
全
国
の
空
き
家
は
約
８
２
０

万
戸
で
、
空
き
家
率
は
約
13
・
５
％

と
増
加
傾
向
で
す
。
兵
庫
県
内
の
空

き
家
は
約
35
万
戸
で
、
空
き
家
率
は

約
13
％
と
全
国
平
均
よ
り
や
や
低

く
な
っ
て
い
ま
す
。
稲
美
町
の
空
き

家
率
は
兵
庫
県
平
均
の
約
半
分
の

約
５
・
６
％
で
し
た
。

●
実
態
調
査
結
果

　
稲
美
町
で
は
、
平
成
27
年
度
に
水

道
の
閉
栓
情
報
及
び
自
治
会
へ
の
調

査
委
託
結
果
か
ら
抽
出
し
た
約
千

件
の
建
物
す
べ
て
に
対
し
て
現

地
調
査
を
実
施
し
、
５
２
５
件

を
空
き
家
と
判
定
し
ま
し
た
。

●
空
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険
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を
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定

　
現
地
調
査
に
よ
り
判
定
し
た

空
き
家
に
つ
い
て
、
老
朽
化
調

査
及
び
周
辺
へ
の
影
響
調
査
の

２
段
階
の
調
査
を
実
施
す
る
こ

と
で
、
危
険
度
を
４
段
階
に
区

分
し
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
特

定
空
き
家
等
（※

）
の
候
補
と

な
る
空
き
家
は
、
約
４
割
に
あ

た
る
２
１
８
件
に
の
ぼ
る
こ
と
が
判

明
し
ま
し
た
。

●
空
き
家
の
所
有
者

ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施

　
空
き
家
の
判
定
と
と
も
に
、
空
き

家
所
有
者
を
対
象
に
、
意
識
調
査

ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
空
き
家
に
関
す
る
制
度
に
つ
い
て

の
ア
ン
ケ
ー
ト
項
目
で
は
、
空
き
家

の
利
活
用
に
関
す
る
情
報
提
供
の
仕

組
み
を
求
め
る
回
答
が
約
21
％
で
最

も
多
く
、
次
い
で
空
き
家
バ
ン
ク
制

度
が
約
20
％
、
公
的
機
関
に
よ
る
借

り
上
げ
・
除
却
支
援
が
共
に
約
16
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
他
、
市
街
化
調
整
区
域
の
た

め
再
建
築
が
難
し
い
、
土
地
利
用
の

制
限
が
あ
る
た
め
空
き
家
が
活
用
で

き
な
い
と
い
っ
た
意
見
が
多
く
、
規

制
緩
和
な
ど
の
特
例
を
求
め
る
意
見

が
多
く
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
計
画
で
は
、
空
き
家

等
は
私
有
財
産
で
あ
り
、
所

有
者
等
が
自
ら
の
責
任
に
お

い
て
適
切
に
管
理
す
る
義
務

を
負
う
と
の
基
本
原
則
に
立

ち
、
適
正
管
理
の
啓
発
な
ど

空
き
家
等
の
発
生
の『
予
防
』、

利
活
用
支
援
や
補
助
な
ど
に

よ
る
『
活
用
』、
勧
告
・
命
令
・

行
政
代
執
行
と
い
っ
た
『
措

置
対
応
』
を
基
本
方
針
と
し

て
い
ま
す
。

●
空
き
家
等
対
策
の
取
組

　
こ
の
計
画
に
基
づ
き
、
空
き

家
に
関
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
相

談
に
対
応
す
る
た
め
、
空
き

家
等
苦
情
相
談
窓
口
（
生
活

環
境
課
）
と
、
空
き
家
等
利
活

用
等
相
談
窓
口
（
都
市
計
画

課
）
を
設
置
し
て
い
ま
す
。
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稲美町空き家等対策計画【概要】
　空き家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空き家等の種類その他の空き家等に関する対策に関
する基本的な方針
（１）空き家等対策の対象地区　　町全域
（２）対象とする空き家等の種類　空家等のうち、戸建住宅及び長屋住宅（その他工作物も影響度により判断）
「空家等」（特措法第２条第１項）
建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土
地に定着する物を含む。）をいう。

（３）今後の空き家等に関する対策の取組方針

　計画期間　平成29年度から平成33年度までの５年間

　所有者等による空き家等の適切な管理の促進に関する事項
（１）所有者等と地域、行政との連携
（２）所有者等の意識啓発、理解の促進のための情報提供
（３）窓口体制の確立
（４）民間団体等のサービス情報提供

　空き家等及び除却した空き家等に係る跡地の活用の促進に関する事項
（１）空き家等の活用促進に関する情報提供
（２）活用に適さない空き家等の活用・流通の促進
（３）空き家等の活用・除却に関する調査研究

　特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項
（１）特定空家等に対する措置の考え方

　措置の必要がある場合、空き家等の管理状況、所有者等や周
辺住民の事情、悪影響の範囲と程度、危険等の切迫性を考慮し
つつ、慎重に判断するものとします。

（２）特定空家等の判断
（３）特定空家等の行政代執行までの流れ

　住民等からの空き家等に関する相談への対応に関する事項
　周辺住民等からの苦情・要望や、所有者等からの空き家の除却・利活用等の相談は多岐にわたるため、「空
き家等苦情相談窓口」及び「空き家等利活用等相談窓口」を設置し、担当部署へ取り次ぎ又は関係部局と連
携して対応します。

①『空き家等苦情相談窓口』   　   経済環境部生活環境課（☎492-9140）

②『空き家等利活用等相談窓口』  地域整備部都市計画課（☎492-9143）

「早期発見・状況把握」
「所有者等への働きかけ」
「地域と連携した取り組み」　など

予　防

建物管理・活用
除却や跡地の活用
支援制度などの調査・研究　など

活　用

所有者への「助言」・「指導」
「勧告」・「命令」・「行政代執行」　など

措置対応

基本原則 空き家等は私有財産であり、所有者等が自らの責任において適切に管理する義務を負う

　
そ
の
他
の
取
り
組
み
の
詳
細
は
、

広
報
６
月
号
で
紹
介
し
ま
す
。

▲倒壊のおそれのある空き家（イメージ）

※「特定空家等」（特措法第２条第２項）
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危
険となるおそれのある状態又は著しく衛
生上有害となるおそれのある状態、適切
な管理が行われていないことにより著し
く景観を損なっている状態その他周辺の
生活環境の保全を図るために放置するこ
とが不適切である状態にあると認められ
る空家等をいう。
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稲美町の空き家概況の推移（出典：「住宅・土地統計調査」）

住宅数
空家数
空家率

今後、空き家について利用したい制度（複数回答）

空き家の有効活用に関する情報提供の仕組み
空き家の売却や賃貸を希望する所有者に

登録いただく空き家バンク制度
公的機関による借り上げ

住宅の耐震性を高める工事への支援
子育て・高齢者世帯対応などの
住宅にリフォームする支援

広場など跡地を有効活用するための支援
古くて危険な状態にある空き家の

取り壊しに対する支援
その他

無回答

法律や登記に関する相談窓口
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